




地震対策-397

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （3／11）

○ 土木構造物の一覧表

新 設

屋外重要
土木構造物

常設代替高圧電源装置置場

常設代替高圧電源装置用カルバート
（トンネル部） （立坑部） （カルバート部）

代替淡水貯槽

常設低圧代替注水系ポンプ室

常設低圧代替注水系配管カルバート

格納容器圧力逃がし装置用カルバート

緊急用海水ポンプピット

緊急用海水取水管

ＳＡ用海水ピット

海水引込み管

ＳＡ用海水ピット取水塔

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎

可搬型設備用軽油タンク基礎

津波防護
施設

防潮堤
（鋼製防護壁） （鉄筋コンクリート防潮壁）
（鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア））
（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁）

貯留堰

既設（耐震補強を今後実施）

屋外重要
土木構造物

取水構造物

屋外二重管



地震対策-398

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （4／11）

○ 土木構造物の配置図







地震対策-401

新設 津波防護施設の耐震評価結果 ： 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

○ 構造部材の健全性評価，構造物の変形性評価を実施することにより，構造強度を有すること及び止水性を損なわ

ないことを確認する。

○ 構造部材の健全性評価については，構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認する。

○ 鋼管杭のせん断，曲げの照査値（応力度評価値／短期許容応力度）は1を下回り，防潮壁が構造強度を有すること

及び止水性を損なわないことを確認した。

地震応答解析対象断面図

鋼管杭仕様 発生断面力
応力度

σｓ

(N/mm2)

短期許容
応力度

σｓa１(N/mm2)

照査値
σｓ/σｓa

１

解析ケース杭径
(㎜)

板厚
(㎜)

断面積
（m2）

断面係数
（m3）

曲げ
モーメント
（kN・m）

軸力
（kN）

2500 35 0.263 0.15995 34955 9015 253 382.5 0.67 ②Ｓs－Ｄ１

鋼管杭仕様
発生断
面力

応力度
τｓ

(N/mm2

)

短期許容
応力度

τｓa(N/mm2)

照査値
τｓ/τｓa

解析ケース
杭径
(㎜)

板厚
(㎜)

断面積
（m2）

せん断
力

（kN）

2500 35 0.263 9265 71 217.5 0.33 ④Ｓs－Ｄ１

鋼管杭のせん断力照査における最大照査値

鋼管杭の曲げ軸力照査における最大照査値

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （7／11）





地震対策-403

○ 可搬型重大事故等対処設備保管場所 及び 屋外アクセスルートの配置図

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （9／11）

予備機置場

可搬型代替注水大型ポンプ ：１台

可搬型代替注水中型ポンプ ：１台

可搬型代替低圧電源車 ：１台

タンクローリ ：１台

ホイールローダ ：１台

西側保管場所

可搬型代替注水大型ポンプ ：１台

可搬型代替注水中型ポンプ ：２台

可搬型代替低圧電源車 ：２台

可搬型代替注水大型ポンプ（放水用） ：１台

タンクローリ ：２台

小型船舶 ：１艇

ホイールローダ ：２台

窒素供給装置 ：２台

南側保管場所

可搬型代替注水大型ポンプ ：１台

可搬型代替注水中型ポンプ ：２台

可搬型代替低圧電源車 ：２台

可搬型代替注水大型ポンプ（放水用） ：１台

タンクローリ ：２台

小型船舶 ：１艇

ホイールローダ ：２台

窒素供給装置 ：２台



地震対策-404

４．主な耐震評価結果 ③ 土木構造物 （10／11）

影響を与える
おそれのある

被害要因
懸念される被害事象

評価方法及び評価結果
（可搬型重大事故等対処設備保管場所）

評価方法及び評価結果
（アクセスルート）

①周辺構造物倒壊
（建屋，送電鉄
塔等）

倒壊物による可搬型重大事
故等対処設備の損壊，通行
不能

・保管場所周辺の構造物・タンクを対象とし，基準
地震動Ｓｓ作用時において，保守的に倒壊するも
のと仮定し，構造物の高さ相当を考慮した倒壊影
響範囲を設定し影響評価を行った。

・評価の結果，保管場所が倒壊影響範囲に含まれ
ていないことを確認した。

・保管場所と同様にアクセスルート周辺の構造物が基準地
震動Ｓｓにより損壊し，アクセスルート上にがれきが発生，
又は倒壊するものとしてアクセスルートへの影響評価を
行った。

・評価の結果，構造物等の損壊によるがれきの影響は受
けるものの，ホイールローダによる撤去又はがれき上へ
のホース，ケーブルの敷設によりアクセス性を確保できる
ことを確認した。

②周辺タンク等の
損壊

火災，溢水による可搬型重
大事故等対処設備の損壊，
通行不能

③周辺斜面の崩壊 土砂流入による可搬型重大
事故等対処設備の損壊，通
行不能

保管場所及びアクセスルート周辺における斜面の形状及び高さ等を考慮して評価対象斜面を抽出し，すべり安
定性評価に基づき，周辺斜面の崩壊により土砂流入の影響を受けないこと，また，保管場所及びアクセスルート
の敷地下斜面の安定性が確保されていることを確認した。

④敷地下斜面の
すべり

敷地下斜面のすべりによる
可搬型重大事故等対処設
備の損壊，通行不能

⑤液状化及び揺す
り込みによる不等
沈下・傾斜，液状
化に伴う浮き上が
り

不等沈下・傾斜，浮き上がり
による可搬型重大事故等対
処設備の損壊，通行不能

・地下水位以深の飽和砂質地盤が液状化すると想定し，液状化及び揺すり込みにより算定した沈下量をもとに，
保管場所に発生する地表面の段差量及び傾斜量を算定する。また，液状化による浮き上がり量を算定した。

・算定された段差量が15 cm以上及び勾配が12 ％以上 （緊急車両が徐行により走行可能及び登坂可能な値）と
なる箇所に，対策として路盤補強等の事前対策を実施することとし，可搬型重大事故等対処設備の通行性に影
響がないことを確認した。

⑥地盤支持力の
不足

可搬型重大事故等対処設
備の転倒

基準地震動Ｓｓによる保管場所の地震時接地圧を
評価し，地盤の最大地盤反力度を下回ることを確
認した。

－

⑦地中埋設構造物
の損壊

陥没による可搬型重大事故
等対処設備の損壊，通行不
能

保管場所下部に地中埋設物がない事を確認した。
（基準地震動Ssにて耐震安全性を確認している設
備を除く）

・アクセスルート下の地中埋設構造物のうち耐震性が十分
ではないコンクリート構造物について保守的に損壊を想
定し，その内空部の高さを損壊により道路に発生する段
差量として算定した。

・算定された段差量に基づき，⑤と同様の対策を実施する
こととし，可搬型重大事故等対処設備の通行に影響を与
えないことを確認した。

○ 可搬型重大事故等対処設備保管場所及び アクセスルートに対する評価方法・結果

基準地震動Ｓｓに対して地震時の被害要因及び懸念される被害事象を踏まえた影響評価を行い，可搬型重大事故等対処設備の保管
及び通行に影響を与えないように，必要な箇所へ事前対策を実施する。
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５．まとめ

最新の科学的・技術的知見を踏まえ，各種の不確かさを十分に考慮し基準地震動Ｓｓ＊１

（８波）を策定した。

この基準地震動Ｓｓ（８波）を耐震条件とした設計においても，福島第一原子力発電所事故
で得られた教訓を踏まえて新たに設置する施設及び従来の発電所設備について，耐震健
全性を確保した。

（＊１ 第5回 茨城県原子力安全対策委員会 東海第二発電所安全性検討ワーキングチームにてご説明）

◆ 耐震Ｓクラス施設について，基準地震動Ｓｓに対して健全性を有することを確認

耐震Ｓクラス施設が設置された敷地に，津波が遡上することを防止するために，

新たに設置する防潮堤等について，基準地震動Ｓｓに対する健全性を有すること

を確認

重大事故等を想定し，新たに設置する重大事故等に対処するための設備につい

て，基準地震動Ｓｓに対する健全性を有することを確認

これらにより，従来の発電所設備に加えて，福島第一原子力発電所事故で得られ
た教訓を踏まえ，新たに設置する施設についても，それぞれの基準地震動Ｓｓ（８波）
による地震力を用いた耐震健全性を確保した。
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○ 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル

１．弾性設計用地震動Ｓｄ （1／2）
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弾性設計用地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分
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○ 弾性設計用地震動Ｓｄの最大加速度の一覧
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１．弾性設計用地震動Ｓｄ （2／2）



地震対策-412

２．既設の耐震補強工事 （1／11）

格納容器スタビライザの耐震補強概要図
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原子炉建屋クレーンの耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （2／11）
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燃料取替機の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （3／11）



地震対策-415

配管系の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （4／11）
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残留熱除去系熱交換器の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （5／11）
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水圧制御ユニットの耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （6／11）
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格納容器シアラグ部の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （7／11）



地震対策-419

排気筒の耐震補強概要図

２．既設の耐震補強工事 （8／11）
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３. 耐震評価手法 ① 機器・配管系 (1／4）

構造強度評価の手順

建屋－機器連成
解析モデル

基準地震動ＳＳ 機器・配管系モデル

スペクトルモーダル解
析，時刻歴応答解析
等により荷重算定

建屋地震応答解析

床応答スペクトル
等の算定

時刻歴応答解析に
より荷重算定

応力評価等による
発生値の算定

評価終了

詳細検討・対策
発生値が

許容値以下か

No

Ｙes

機器・配管系については，基準地震動ＳＳに対し，
構造強度評価により強度的に問題がないことを
確認するとともに，地震時に動的機能が求めら
れる設備について動的機能が維持できることを
確認する。

○ 構造強度評価

構造強度に関する評価は，以下に示す解析法に
より発生値を算定し，許容値と比較する。

(1) スペクトルモーダル解析法

(2) 時刻歴応答解析法

(3) 定式化された評価式を用いた解析法（床置
機器等）

機器・配管系の地震応答解析モデルは，その振
動特性に応じて，代表的な振動モードが表現でき，
応力評価等に用いる地震荷重等を算定できるものを
使用する。

また，解析モデルは既往評価で用いられたものの
ほか，有限要素法など実績がある手法によるモデル
を使用する。
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３. 耐震評価手法 ① 機器・配管系 (3／4）

原子炉格納容器，原子炉圧力容器
及び圧力容器内部構造物

一般機器
（立形ポンプの例）

配管

解析モ
デル※

○ 代表的な機器・配管系における地震応答解析モデルについて，以下の方針に基づき構築する。

(a) 原子炉格納容器，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物
原子炉格納容器，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物は，建物質量に対しその質量が比較的大きく，また支持構造上から
も原子炉建屋による影響が無視できないため，原子炉建屋と連成させた解析モデルを用いる。原子炉格納容器，原子炉圧力容器
及び圧力容器内部構造物は，多質点系モデルに置換し，各構造物を結合するスタビライザ等は等価なばねに置換する。

(b) 一般機器
容器，熱交換器等の一般の機器は，機器本体及び支持構造物の剛性をそれぞれ考慮し，原則として重心位置に質量を集中させ
た１質点系モデルに置換する。ただし，振動特性の観点から質量分布，剛性変化等を考慮する方が適切と考えられる構造の場合
は，多質点系モデルに置換する。

(c) 配管
配管は,その振動性状を適切に考慮するため，３次元多質点はりモデルに置換する。

機器・配管系の地震応答解析モデルの例を以下に示す。

※水平方向を代表として記載
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原子炉建屋 緊急時対策所建屋

構造概要 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 鉄筋コンクリート造

基礎
厚さ：約5m

（人工岩盤を介して，砂質泥岩である久米層に岩着）
厚さ：2.5m（一部2.2m及び5.7m）

（場所打ち鋼管コンクリート杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着）

平面形状 約38m（南北方向）×約36m（東西方向）

高さ 基礎版底面から約30m

図面

平面図 断面図 平面図 断面図

建屋の
特徴

建物中央部には原子炉格納容器を囲む円形の壁があり，
その外側に二次格納施設である原子炉棟の外壁及び原
子炉建屋付属棟の外壁がある。

緊急時対策所建屋2階に，重大事故等の発生時においても，必要な
指示及び対策を行う要員がとどまることができる緊急時対策所を設
置している。

○ 代表的な建物・構築物について，原子炉建屋及び緊急時対策所建屋を例に構造概要を示す。

３. 耐震評価手法 ② 建物・構築物 (2／3）

（杭伏図） （NS方向，A-A断面）

（EW方向，B-B断面）

杭仕様：材質SKK490，本数88本（11×9），径φ1000，厚さ22mm

（NS方向，A-A断面）

（EW方向，B-B断面）

Ａ

Ｂ

PN

Ａ

Ｂ

A

B

PN

B

A

A

B

PN

B

A

凡例 ○：杭
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３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (1／6）

土木構造物は，以下の評価方法に基づき
耐震性評価を実施する。

○ 土木構造物の機能要求

土木構造物は，耐震安全上重要な機器・配管系
の間接支持機能及び非常時における海水の通
水機能が求められている。

○ 土木構造物の評価

土木構造物の耐震安全性評価では，構造物が
崩壊しないこと及び間接支持する機器・配管系
に影響がないことを目標性能とし，基準地震動
ＳＳによる地震応答解析を行い，構造部材の応
答値が許容限界以下であることを確認する。

○ 基礎地盤の評価

土木構造物の評価と同様に，地震応答解析か
ら得られる最大接地圧が基礎地盤の極限支持
力に対して妥当な余裕を有することを確認する
ことで基礎地盤が十分な支持性能を有すること
を確認する。

解析モデルの作成
基準地震動ＳＳ

（水平方向・鉛直方向）

入力地震動の算定
（1次元波動論による地震応答解析）

常時応力解析

地震応答解析
（２次元動的有限要素法解析）

構造部材の応答値算定

評価終了

詳細検討※

応答値が耐力・変
形・応力度の許容

限界以下か

最大接地圧が
基礎地盤の極限支持力度
に対して妥当な余裕を有

するか

詳細検討※Yes

No

Yes

No

※ 検討の内容に応じて必要なプロセスに戻る

構造強度評価の手順
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取水構造物 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

構造概要
鉄筋コンクリート造の地中構造であり，杭を介して十分な
支持性能を有する岩盤に設置する。

鋼管杭による下部構造と，５本の鋼管杭を束ね止水機能を確保する
鉄筋コンクリートの壁による上部構造から構成される。

基礎 鋼管杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着 鋼管杭を介して，砂質泥岩である久米層に岩着

平面形状
延長約57m，幅約43m，鋼管杭φ1.016m 延長約1.5km，厚さ3.5m（鋼管杭φ2.5m）（東側），

厚さ3.0m（鋼管杭φ2.0m）（北側，南側）

高さ 高さ約12m T.P.+20.0m（東側），T.P.+18.0m（北側，南側）

図面

平面図

断面図 平面図

構造の
特徴

取水方向に対して複数の断面形状を示す鉄筋コンクリー
ト造の地中構造物であるが，構造的には多連ボックスカ
ルバート状のラーメン構造である。

隣接する構造物との境界には，止水性を確保するための止水ジョイント部
材を設置する。防潮壁の堤内側には，耐津波に対する受働抵抗を目的とし
た地盤改良体（セメント改良）による地盤高さの嵩上げを行うとともに，洗掘
防止対策やボイリング対策として，堤内及び堤外の表層部の地盤改良（セ
メント改良）を実施する。

○ 代表的な土木構造物について，取水構造物及び鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁を例に構造概要を示す。

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (2／6）
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○ 入力地震動算定

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを１次元波動論により地震応答
解析モデルの底面位置で評価したものを用いる。

また，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルについては，解放基盤表面（EL.－370 m）から解析モデル底面
位置の久米層をモデル化する。

ρ＝1.72－1.03×10-4×z（g/cm3）
Vs＝433－0.771×z（m/s）

z：標高（EL. m）
γ：せん断ひずみ（－）

構造物

解析モデル底面粘性境界

2E波

（地震応答解析モデル）

（入力地震動作成モデル）

解放基盤表面

入力地震動
作成モデル上端

入力地震動（2E波）

EL.-370m

基準地震動Ｓｓ

（水平動算定モデル） （鉛直動算定モデル）

0.8240
107γ1

1
G/G

0.0184
0.0494)(4.41γ

γ
h

ρ＝1.72－1.03×10-4×z（g/cm3）
νd0＝0.463＋1.03×10-4×z

z：標高（EL. m）
G0：初期せん断剛性（kN/m2)
G：収束せん断剛性（kN/m2)
＊KV0は水の体積弾性係数KWを下回らない範囲とする。
＊水平動の解析で得られた収束減衰hを用いる。

)(kN/mG
)2ν3(1

)ν2(1
K 2

0
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)ν-(12
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d
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ρ＝1.76（g/cm3）
Vs＝718（m/s）
h＝0.03

ρ＝1.76（g/cm3）
Vp＝1988（m/s）
h＝0.03

E0波

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (4／6）
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○ 屋外重要土木構造物及び津波防護施設の要求性能と要求性能に対する耐震評価内容

【屋外重要土木構造物の要求性能】
① 支持性能：Ｓクラスの機器・配管系を間接支持する構造物について，機器・配管系の各機能を安全に支持

できること。
② 通水性能：非常用取水設備のうち，通水断面を有する構造物について，通水機能を保持できること。
③ 貯水性能：非常用取水設備について，著しい漏水がなく，所要の海水を貯留できること。
④ 止水性能：津波防護施設，浸水防止設備を間接支持する構造物について，止水機能を有すること。

○ 各種要求性能に対応する許容限界

【既設屋外重要土木構造物】
①支持性能及び②通水性能に対しての許容限界は，曲げ及びせん断ともに終局耐力とする。
③貯水性能及び④止水性能に対しての許容限界は，曲げについては降伏耐力，せん断については終局耐力
（せん断耐力）とする。
これらの許容限界のうち終局耐力に対しては，各種安全係数を考慮することで，妥当な安全余裕を考慮した設
計を行う方針とする。

【新設屋外重要土木構造物及び津波防護施設】
短期許容応力度を許容限界とすることで，上記の要求性能全てを満足させる設計方針とする。

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (5／6）
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既設 土木構造物の耐震評価結果 ： 取水構造物

○ 貯水機能及び止水機能を有する部材

【貯水機能】
取水構造物における側壁と底板のうち，埋戻土（fl層）に接する側
壁に対し，貯水機能を確保する。底板は透水係数の小さい粘性
土（Ac層）に接しており，かつ地下水位面（海水面）よりも低い位
置に設置されるため対象外とする。

【止水機能】
水防止設備を間接支持する部材に対し，止水機能を確保する。

○ 評価結果（貯水機能及び止水機能）

・貯水機能及び止水機能を要求する鉄筋コンクリート部材につい
て，鉄筋の降伏（第二折れ点）を許容限界とした評価を行う。

・評価結果は第二折れ点未満であり，許容限界を満足することを
確認した。

（側壁：貯水機能）

（頂版：止水機能）

M－φ曲線を用いた止水機能の確認結果

３. 耐震評価手法 ③ 土木構造物 (6／6）
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○ 機器・配管系の重要設備について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （1／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （2／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （3／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （4／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （5／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （6／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （7／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （8／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （9／30）



地震対策-445

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （10／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （11／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （12／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （13／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （14／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （15／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （16／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （17／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （18／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （19／30）



地震対策-455

４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （20／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （21／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （22／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （23／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （24／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （25／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （26／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （27／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （28／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （29／30）
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４．耐震評価結果一覧 ① 機器・配管系 （30／30）
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○ 建物・構築物について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。

＊1 ： 鉄骨部材における組合せ応力による評価とし，許容値を1とする。
＊2 ： 配筋量に対する必要鉄筋量の比を発生値及び許容値として示す。

発生値 許容値 検定比

Ⅴ-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書 構造強度 耐震壁 せん断ひずみ ×10-3 0.6 2.00 0.300

Ⅴ-2-2-5 使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 曲げモーメント kN・m/本 2200 2210 0.996

Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN/本 10819 17224 0.629

Ⅴ-2-2-15-1 主排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 鉄塔（主柱材） 軸力+曲げ － 0.915 1.000 0.915

Ⅴ-2-2-15-2 主排気筒の基礎の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN 8641 13193 0.655

Ⅴ-2-2-17
非常用ガス処理系配管支持架構の耐震性についての計
算書

構造強度 上部構造（柱）
軸力＋曲げモーメント＋

せん断力＊
－ 0.497 1.000 0.497

Ⅴ-2-2-19
格納容器圧力逃がし装置格納槽の耐震性についての計
算書

構造強度 耐震壁（地下外壁）
軸力＋曲げモーメント＋

面内せん断力
－ 0.557 1.000 0.557

Ⅴ-2-4-2-1 使用済燃料プールの耐震性についての計算書 構造強度
使用済燃料プール躯体

（底版）
面外せん断力 N/mm2 2.15 3.01 0.715

Ⅴ-2-7-2-5 非常用ガス処理系排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 排気筒サポート 圧縮応力 N/mm2 131.9 163.2 0.809

Ⅴ-2-8-4-2 中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書 構造強度 天井スラブ 曲げモーメント kN・m 142.6 173 0.825

Ⅴ-2-9-2-2
原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震性について
の計算書

構造強度 底部 軸力＋曲げモーメント N/mm
2 1.01 1.06 0.953

Ⅴ-2-9-3-1 原子炉建屋原子炉棟の耐震性についての計算書 構造強度 屋根トラス 圧縮応力 N/mm2 200 208 0.962

Ⅴ-2-9-3-4 原子炉建屋基礎盤の耐震性についての計算書 構造強度 付属棟基礎 軸力＋曲げモーメント ×103kN・m/m 10.9 12.2 0.894

単位目録番号 目録名称 評価項目 評価部位 応力分類

耐震評価結果

*1

*1

*2

４．耐震評価結果一覧 ② 建物・構築物



地震対策-467

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （1／4）

○ 土木構造物について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容限界以下であることを確認した。



地震対策-468

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （2／4）



地震対策-469

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （3／4）



地震対策-470

４．耐震評価結果一覧 ③ 土木構造物 （4／4）





地震対策-472

緊急用直流125V系蓄電池

５．機器・配管系構造概要 （2／9）



地震対策-473

可搬型代替低圧電源車

構造概要

概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

サスペンションを有し，
自走にて移動できる
構造とし，車両，発電
機，内燃機関により
構成する。

発電機，内燃機
関は，コンテナに
直接支持構造物
である取付ボルト
にて固定する。発
電機，内燃機関を
収納したコンテナ
は，間接支持構
造物であるトラッ
クに積載し取付ボ
ルトにより固定し，
保管場所に固定
せずに保管する。

５．機器・配管系構造概要 （3／9）



地震対策-474

常設低圧代替注水系ポンプ

構造概要

概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。

ターボ形横軸ポン

プ

５．機器・配管系構造概要 （4／9）





地震対策-476

可搬型代替注水大型ポンプ

構造概要

概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

サスペンションを有し，
自走にて移動できる
構造とし，車両，ポン
プ，内燃機関により
構成する。

ポンプ，内燃機関
は，コンテナに直
接支持構造物で
ある取付ボルトに
て固定する。ポン
プ，内燃機関を収
納したコンテナは，
間接支持構造物
であるトラックに
積載し取付ボルト
により固定し，保
管場所に固定せ
ずに保管する。

５．機器・配管系構造概要 （6／9）



地震対策-477

可搬型代替注水中型ポンプ

構造概要

概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

サスペンションを有し，
自走にて移動できる
構造とし，車両，内燃
機関により構成する。

内燃機関は，コン
テナに直接支持
構造物である取
付ボルトにて固定
する。内燃機関を
収納したコンテナ
は，間接支持構
造物であるトラッ
クに積載し取付ボ
ルトにより固定し，
保管場所に固定
せずに保管する。

５．機器・配管系構造概要 （7／9）



地震対策-478

残留熱除去系熱交換器

構造概要

概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

胴を4個のラグで支
持し，ラグをそれぞ
れ架台に取付ボル
トで取り付ける。

水室，管板，胴を
有するラグ支持
たて置円筒形容
器

５．機器・配管系構造概要 （8／9）




